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4.3　免震構造
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4.3.1　免震構造の概要

a）免震構造の特徴

　現行の耐震設計法では、比較的頻繁におこる中小地

震時（レベル1という）には建物はほとんど被害を生じ

ないこと、極めて稀に起こる大地震時（レベル2という）

には構造物の崩壊によって人命が失われないことを前

提に、大地震時に部材レベルでの降伏、即ち部分的に

建物が壊れることを許容している。図1に示すように従

来の耐震構造は構造体に強さと粘り(変形能力)を持たせ、

地震力に対して踏ん張って耐えるように造られており、

上層ほど大きな地震力を受ける。これに対して免震構

造とは建物基礎から上の階全体、あるいは建物中間層

以上の階全体を免震部材の上にのせて（免震部材を設

置した階を免震層と呼ぶ）、地震力による水平方向の

激しい動きを抑え、建物をゆっくり揺れるようにした

構造システムである。

図4.3.1　耐震構造(左)と免震構造(右)の揺れ方

免震部材は建物の重量を支えながら水平方向に対し

て地震動を吸収するアイソレータ(Isolator)と、大きな変

形を抑え振動を減らすダンパー(Damper)からなる。地

震エネルギーの吸収方法からは、在来構造が建物全体

でエネルギーを消費しなければならないのに対し、免

震構造では免震層でほとんど全てのエネルギーを消費

する。この様に免震構造は、地震時の変形を免震層に

集中させることで、上部構造の層間変形や応答加速度

を小さくできる非常に明快な構造システムであるとい

える。在来構造との比較において免震建物に期待でき

る効果を以下に示す。

(1)構造躯体の地震時安全性の向上

　(2)設計自由度の拡大

(3)収容物の振動・移動・転倒防止（2次被害の防止）

(4)非構造部材の破損防止

　(5)安心感・居住性の向上

　(6)機械・器具の機能性保持

このように免震構造は住宅をはじめ、災害時の防災

拠点となる学校・放送施設や病院、収容物の価値が高

い美術館・博物館・コンピュータセンター、及び歴史

的価値の高い建物などに積極的に適用されることが望

まれる。

b）免震構造の歴史

　建物を地盤から免震（絶縁）する方法としては古く

からいろいろな提案がなされてきている。文献の上で

特に免震をうたったものは、1891年の河合浩蔵が提案

した「地震ノ際大地震ヲ受ケザル構造」である。これ

は、振動に対して鋭敏な機器を収納する建築物の構造

について述べたものである。また、海外では1909年の

イギリス人医師J. A. Calantarientsによる特許が最も古い。

彼の特許は、構造体を滑石（雲母）の層を介して基礎

から隔離するというものであった。関東大震災の翌年

(1924年)には山下興家のバネ付き柱や鬼頭健三郎のボー

ルベアリング装置等が提案されている。また、1928(昭

和3)年以降、岡隆一は免震基礎（両端ピンの免震柱）

を提案し、幾つかの建物に適用している。その後、昭

和初年から約10年間にわたって柔剛論争が繰り広げら

れ、結果的には耐震工学の未成熟もあり、剛構造思想

による設計法が法律に裏打ちされて主流となる。

　振動理論と耐震設計が結びつき始めるのは、1960年

代からである。 1964年の高さ制限撤廃告示、動的解析

手法の普及に伴う1981年新耐震設計法の施行により、

一応の体系化が終了した。1970年代には、コンピュー

タや構造解析手法の発達により、地震時の建物挙動を

ある程度推定することができるようになった。かくし

て、日本にも超高層建築の時代が到来した。

　免震構造を成立させる為に必要なアイソレータ（積

層ゴム部材）の開発が、日本では1980年代から始まっ

た。積層ゴムの開発と超高層建築で養った解析技術に

より、免震建築の性能が認められ、現在では免震建築

普及の時代に入っている。

c）免震構造の現状

現在、免震構法で建物を建設する場合、建築基準法

第38条による大臣認定が必要である。大臣認定を受け

ようとする場合、事前に(財)日本建築センターの免震構

造評定を受けることになっている。平成10(1998)年7月

までの免震構造評定件数は、564件(621棟)である。一つ

の評定で複数棟の建物が評定を受けることがあるため、

建物棟数は評定件数よりも多くなっている。免震建物

の内容は、同センター発行の「ビルディングレター」

に掲載されている性能評定シートから読みとることが

免震層
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できる。公表されている性能シートは、平成9(1997)年12

月評定完了分までで481件(528棟)である。

我が国で最初の積層ゴムを使った免震建物は八千代

台免震住宅（千葉県八千代市）である。本建物は、RC

造2階建で昭和57(1982)年に評定を完了し、翌58年に竣

工した。その後の約10年間、免震構造の建設は 90棟程

度であった。この間の建設はゼネコン各社の研究開発

的な目的での自社の寮や研究所が多く見られた。

平成7(1995)年の評定件数はそれまでの全評定件数に

匹敵する程に急増した。さらに平成8(1996)年は前年の 3

倍以上となる約230棟が設計されている。この急激な増

加は1994年1月17日のノースリッジ地震やその1年後の

兵庫県南部地震が契機となったことは想像に難くない。

いずれの地震においても免震構造を採用した建物にお

いて地震観測が得られ、免震構造の効果が実証された

ためと考えられる。しかし、翌年の平成9(1997)年は 140

棟程度と免震建物の数は減っている。これは平成8年の

免震建物数で大部分を占めていた免震マンションの建

設が半減したことが原因である。

建設地域別では、東京の130棟以上を先頭に、神奈川、

千葉、埼玉、静岡などの関東エリア、兵庫、大阪の関

西地区が続く。これらの地域にはそれぞれ 30棟以上の

免震建物が建設されている。用途別で見れば、平成7年

以降はマンションなどの共同住宅が約50%を占めてい

るものの、平成6年以前には見られなかった病院(約30

棟)などへの免震構造の採用が増加してきている。これ

は、災害時の防災拠点としての機能性維持を目標とし

た設計が行われるようになってきた結果であろう。

4.3.2　免震部材

a）アイソレータ

　アイソレータは建物を支持し、地震時には柔らかく

水平方向に大きく変形できることが必要である。現在、

アイソレータには写真4.3.1に示すような積層ゴムが多

く用いられている。積層ゴムは、円形の薄い鋼板（中

間鋼板）と薄いゴムシートを交互に積層した構造とな

っている。積層ゴムに圧縮荷重が作用する場合、ゴム

シートが横方向へのはらみ出そうとするのを中間鋼板

が拘束するため、圧縮変形量は非常に小さく、硬い特

性を示す。水平変形時には、中間鋼板がゴムシートの

せん断変形を拘束しないため、水平剛性はゴム自身の

柔らかさとなる。この様なメカニズムにより積層ゴム

は建物荷重を支えた状態で、水平方向に柔らかく変形

することを可能としている。

　積層ゴムを用いた免震システムとしては、天然ゴム

系積層ゴムと各種のダンパーを組み合わせたシステム

（機能分離型）、及び高減衰型積層ゴムや鉛プラグ入

り積層ゴムのようにアイソレータとダンパーの機能を

一体化したシステム（機能一体型）などが挙げられる。

天然ゴム系積層ゴムは、引張強さや伸び、耐クリー

プ性に優れ、温度変化による物性変化の少ない天然ゴ

ムを主体とした積層ゴムであり、復元力特性は線形弾

性である。一方、鉛プラグ入り積層ゴムは、積層ゴム

中心の孔に挿入した鉛棒（積層ゴム外径の1/5～ 1/7程

度）の塑性変形を利用し、高減衰型積層ゴムは特殊配

合のゴム材料によりゴム分子間の摩擦や粘性を高くす

ることでエネルギーを吸収している。当然ながら、こ

れらの復元力特性は弾塑性的な挙動を示す。積層ゴム

の他には、テフロンとステンレス板とのすべりと摩擦

を利用したアイソレータも用いられる。

写真4.3.1　積層ゴムアイソレータのカットモデル

（白い部分が鋼板、黒い部分がゴム層）

天然ゴム系積層ゴムの水平剛性 HK と面圧 σ の関係

は次式により近似できる 2)3)。
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ここで、 0HK は面圧が 0 の時の水平剛性、 G はゴムの

せん断弾性率、 Aは受圧面積、 h は全ゴム層厚である。

crσ は座屈応力度であり水平剛性が 0 になる時の応力度

として、次式により推定できる 1)2)。

21SGScr ζσ ≅ 　　　　　　　　(4.3.2)

ここで、 1S は積層ゴムの 1 次形状係数、 2S は 2 次形状

係数を示す。これらの形状係数は積層ゴムの形状を規

定する重要な要素であり、以下のように定義される。

S1 1
= ゴムの拘束面積（受圧面積）
ゴム 層の自由表面積（側面積）

S2 = ゴム直径
全ゴム層厚

ζ は 1S が 30 程度以上では 0.9、10 程度以下では 1.0、

その中間では 0.95 を用いることができる。(4.3.1)式よ

り水平剛性は面圧の上昇とともに放物線的に低下する

ことになる。面圧 0 の時に対して水平剛性の低下を 10%

以内とするためには、積層ゴムの面圧は 3crσ 程度以下

とすることが必要である。また、地震時には積層ゴム

に転倒モーメントや上下動などによる付加軸力が作用
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する。積層ゴムには軸力変動による最大面圧下でも安

定した変形能力を発揮することが求められる。このた

めには積層ゴムの最大面圧に制限を設ける必要があろ

う。この制限は積層ゴムに求められる水平変形能力と

大きな関連を持っているため一概には決められないが、

2crσ が一つの目安になるものと考える。ただし、文

献 4)において、鋼板露出型積層ゴムの試験結果及び理

論解に比べ、中間鋼板埋込型積層ゴムでは水平剛性の

面圧依存性が大きいことが指摘されており、今後十分

な調査が必要であると考える。

　積層ゴムのせん断変形時の耐荷機構として、単純に

有効支持部分（積層ゴム上下面の重なり部分）だけで

圧縮荷重を支持していると仮定すれば、圧縮荷重を有

効支持部分の面積 eA で除した応力度が座屈応力度に達

する時が、積層ゴムの安定限界変形であると考えるこ

とができる。有効支持面積 eA は、水平変形量 δ が積層

ゴム直径 D の 0.6 倍程度までならば、2%以下の誤差で

( )ADAe δ2.11−= として算出できる 2)。この様な仮定に

基づけば、水平変形量と面圧の関係が図 4.3.2 の点線の

ように求められる。同図より、面圧が大きくなるに従

い、安定限界変形量が直線的に低下している。実際に

は、有効支持部分以外の効果やゴム材料のひずみ硬化

などにより、図中の点線以上の変形能力は有している

と考えられる。どの程度の余裕を有しているかは積層

ゴムの形状と軸力の大きさに依存する。ここでは安定

限界変形 crδ の下限値として図中の実線を提案する。

図 4.3.3 には天然ゴム系積層ゴムの圧縮せん断破壊試

験の結果を示す 2)3)。試験体はゴム厚が 7mm ( 1S =18)と

3.75mm( 1S =33)の 2 種類、直径は 500mm、 2S =5 である。

両試験体のゴム材料は同一であり、せん断弾性率 G は

4.5kg/cm2 である。 1S =33 の試験体ではせん断変形率

250%まで面圧の違いによる影響は見られず、ほぼ同一

の水平剛性を示している。一方、 1S =18 の場合には面

圧 300kg/cm2 時の水平剛性の低下が著しい。しかし、い

ずれの場合もせん断変形率 300%程度以上の領域でハー

ドニング現象を示し、せん断変形率 400%付近で破断し

ている。 (4.3.2)式より座屈応力度を推定すれば、 1S =18

(ζ =0.95)の場合は 385kg/cm2、 1S =33( ζ =0.9)の場合は

668kg/cm2 となる。図中には破断変位も示されているが、

座屈応力度の 0.5 倍以上の面圧下においても直径の 75%

以上の変形能力を有していることが判る。図 4.3.2 中に

は本試験結果による破断変位も示している。同図より、

2 次形状係数 2S が 5 の積層ゴムの破断変位は提案した

安定限界変形量より十分大きいことが判る。積層ゴム

の変形能力は、形状－物性－軸力の相互関係に依存し

ているため、積層ゴムの設計では形状やゴム物性に応

じて適切な水平変形量や軸力を設定することが肝要と

なる。ただし、 2S が 5 より小さな積層ゴムに関するこ

の様な試験データは不十分であり、今後の課題となっ

ている。

写真 4.3.2　弾塑性ダンパー

（左：鉛ダンパー、右：鋼棒ダンパー）

b）ダンパー

ダンパーには多くの種類が提案、実用化されている

が、主に鋼材や鉛などの塑性履歴を利用する弾塑性型

（写真 4.3.2参照）、摩擦によるエネルギー吸収を利用

する摩擦型、粘（弾）性材料の粘性抵抗を利用する粘

性型に分類できる。ダンパーには建物荷重の支持能力

は基本的に求められていない。最終的にダンパーは、
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図4.3.3　天然ゴム系積層ゴムの圧縮せん断破壊実験
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